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冠省 

当法人の貴社に対する質問書（令和３年８月３１日付申入書）に対し、令和３

年１０月１４日付で貴社からご送付いただいた回答書を受領しました。懇切な

ご回答をくださり、誠にありがとうございます。 

 

質問事項 1 への回答につきましては、貴社旅行積立契約約款（以下「本約款」

といいます。）第９条第１項が、顧客からの任意の契約解除を不当に制限する意

図ではなく、現金の払戻しを自由とすると、出資の受け入れ、預り金及び金利等

の取締りに関する法律第２条で禁止される預り金と同様の性質を帯びるため、

このような商品設計は認められないことを理解いたしました。また、民法第５４

１条及び民法第５４２条第１項第１号の解除要件につきご考慮いただき、関連

する条項について適切な文言に修正することをご検討いただけるとのこと、あ

りがとうございます。 

 質問事項２への回答につきましては、本約款第１０条の該当箇所を現行法に

基づく利率に修正することをご検討いただけるとのこと、ありがとうございま

す。 
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 質問事項３への回答について、顧客が旅行券積立契約開始時や月々の積立の

際にマイレージ等のサービスや特典を得ており、それらについて原状回復をす

ることが煩雑であり、顧客が不利益を被る恐れを回避できることから合理的で

ある旨、理解いたしました。一方、本約款第１０条第１項では、本約款第９条第

１項による解除の効果として現金での払戻しを認めておりますので、契約解除

の際に「出資法や銀行法等との関係から原則金銭による払戻を禁止している趣

旨」は問題にならないものと考えられます。本来、契約の解除により生じる原状

回復義務の内容は、貴社については購入者が既に支払った割賦金の返還義務で

あり、購入者については以後の割賦金支払債務の消滅です。顧客が「原状回復を

行うことの煩雑さや不利益を回避」するか、または当初の契約意思のとおり旅行

券による払戻しを望むかは、顧客自身が選択できることが消費者契約法の趣旨

に適うのではないかとの印象を受けております。 

 

今回、当法人は、本約款等に関する申入れを行うことはせず、本件に関するや

り取りは本書をもって一旦終了とさせていただきますが、今後消費者からの情

報提供等の状況次第では、改めて貴社に対する申入れをさせていただくことも

ありますのでご留意ください。 

 

なお、これまでやり取りさせていただいた質問書及び貴社の回答書につきま

しては、当法人のウェブサイト上ですでに公表しておりますが、本書面につきま

しても同様に公表させていただきますことを申し添えいたします。 

草々 


